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「全世代型社会保障への転換」の目指す方向と課題
Problems and Prospects for the Future of  





























































































日　本 イギリス ドイツ フランス イタリア スウェー デン
消費税（付加価値税） 13.5％ 13.3％ 10.1％ 5.5％ 10.0％ 13.8％
本人保険料 27.0％ 9.1％ 30.5％ 19.2％ 14.8％ 8.8％
事業主保険料 24.0％ 25.8％ 34.4％ 41.9％ 34.9％ 38.1％
その他の税 21.9% 37.7% 23.4% 30.2% 38.4% 37.1%








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（その他地域「1 単位＝ 10 円」の場合）
　事業所毎、介護サービス種類毎に定める割引率 （5％） を100単位から割り引いた95単位を基に、
保険請求額及び利用者負担額が決定される。
　保険請求額　：（100 単位× 0.95） × 10 円／単位× 0.9 ＝ 855 円

































































































































担とする。保険料財源の 6 割は、企業負担とし､ 4割を被保険者負担とする。サービス利用時の
一部負担（窓口負担）は廃止する。
　企業保険料負担は、外形標準（例えば売上高、あるいは資本金額）により保険料率を変更す
る。具体的には、売上高や資本金額により中小零細企業の保険料負担が本業を圧迫しないように
配慮する。
　サービス供給にあたっては、金銭給付方式（事業者代理受領）を廃止し、速やかに医療と同じ
く「現物給付方式」に変更する。
　十分な国民的議論を経て、将来は税方式に転換することも視野に入れる。
・年金制度改革
　年金制度は、すべての人が健康で文化的な生活ができるだけの基本年金を受給し、その財源は
税とする。また、それを超える年金収入を求める場合は、社会保険方式の付加年金とする。現行
の保険料支払いによる年金部分は、付加年金に移行する。
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